
１　目的

２　調査の概要

(１)　調査対象

　※当初の調査対象は3,157事業所であったが、その後の調査で廃業や住所不明となった事業所は調査対象外としている。

(２)　調査方法

郵送調査法、インターネット調査法

(３)　調査時点

概ね平成29年８月１日

(４)　調査項目

事業再開の状況／復旧の状況／雇用の状況／業績の状況／販路の状況／課題

(５)　回収結果

有効回収率　　62.6％（1,252事業所／1,999事業所）

(６)　回答事業所の属性

①産業分類別 ②市町村別 ③代表者年齢別

事業所数 事業所数 事業所数

195 8 74

106 38 261

96 42 413

379 6 232

238 9 128

190 8 23

48 250 5

1252 103 116

97 1252

153

347

186

5 ※　合計は全て1,252

1252

未回答

 大槌町

 釜石市

 大船渡市

 陸前高田市

 未回答

 製造業  野田村 60－69

 山田町

 卸売・小売業  普代村 50－59

 飲食・ｻｰﾋﾞｽ業  田野畑村 40－49

 その他の業種  岩泉町 30－39

 未回答  宮古市 20－29

 建設業  洋野町 80以上

 水産加工業  久慈市 70－79

　 東日本大震災津波で被災した市町村の産業（主に商工業）の復旧、復興状況
を把握し、適宜復興に関する施策立案に反映させるため、被災事業所を対象に
状況調査を定期的に実施する。

沿岸12市町村の商工会議所又は商工会の会員等で被災した1,999事業所

分類 市町村名 区分

※留意事項※ 

1. 調査対象事業所について 

  以下の事業所は調査対象から除外している。 

   ① 商工業に該当しない事業所（農林水産業、医療機関、アパート経営者等） 

   ② これまでに廃業や住所不明が判明した事業所。 

2. 集計方法について 

  水産加工業を製造業から抽出して集計したことから、「製造業」は水産加工業を除いた数字となっている。 

3. その他 

第11回「被災事業所復興状況調査」 
結果報告 
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３-１　調査結果の概要(１)　事業再開の有無

①事業再開の状況（推計）

＜産業分類別の状況（推計）　【「再開済」又は「一部再開済」と回答した事業所】＞

②再開又は再開予定の場所

　○　第１回から今回までの調査を基にした推計では、「再開済」又は「一部再開済」
　　と回答した事業所の割合は83.8％であり、推計値が80％を超えた。

　○　産業分類別では、「再開済」又は「一部再開済」と回答した事業所の割合は、
　　建設業が96.6％で最も高く、次いで水産加工業が88.2％であった。

96.6% 

88.2% 

85.9% 

81.5% 

80.3% 

0.9% 

4.5% 

2.6% 

5.5% 

5.5% 

2.5% 

7.3% 

11.5% 

13.0% 

14.2% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業（326） 

水産加工業（178） 

製造業（191） 

卸売小売業（777） 

その他・未回答（1,026） 

47.5% 

45.8% 

43.7% 

45.4% 

3.0% 

2.9% 

5.8% 

6.0% 

今回（1,252） 

前回（1,291） 

1.被災前と同じ場所(595) 2.被災前と同じ市町村で異なる場所(547) 

3.被災前と異なる市町村(38) 99.未定・未回答(72) 

※ これまでの調査で回答のあった2,498事業所の再開状況を推計したもの。なお、第10回調査までに「再開・一部 

  再開済」と回答した事業所のうち、その後「再開予定・検討中」又は「廃業」と回答した事業所は「再開・一部再開 

  済」として集計した。 

83.8% 4.6% 11.6% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全業種（2,498） 

1.再開済・一部再開済(2,093) 2.再開予定・検討中(115) 3.廃業(290) 

 ※ 「飲食・サービス業」については「その他・未回答」に含まれる。 
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　【参考】事業再開の状況（調査各回の回答）

　＜産業分類別の状況【「再開済」又は「一部再開済」と回答した事業所】＞

　＜産業分類別の推移＞（「再開済」又は「一部再開済」と回答した事業所）

79.5% 

74.9% 

73.5% 

71.6% 

64.5% 

56.4% 

15.4% 

19.5% 

21.0% 

20.0% 

25.0% 

28.8% 

2.2% 

2.8% 

3.4% 

5.1% 

5.6% 

11.0% 

1.4% 

1.1% 

0.8% 

1.8% 

2.5% 

2.5% 

1.4% 

1.7% 

1.3% 

1.5% 

2.4% 

1.3% 

H29.8

Ｈ28.8 

Ｈ27.8 

Ｈ26.8 

Ｈ25.8 

Ｈ24.8 

1.再開済 2.一部再開済 3.再開予定・検討中 4.廃業 99.未回答 

※ 各回について、過去の回答を加算せず単純集計したもの 

※ 各回について、過去の回答を加算せず単純集計したもの 

84.1% 

89.6% 

86.5% 

71.5% 

80.3% 

13.8% 

9.4% 

8.3% 

21.1% 

14.3% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業（195） 

水産加工業（106） 

製造業（96） 

卸売小売業（379） 

その他・未回答（476） 

97.9% 

99.0% 

94.8% 

92.6% 

94.6% 

※ 過去の回答を加算せず、今回の回答を単純集計したもの 

94.9% 

94.4% 

94.5% 

91.6% 

89.5% 

85.2% 

50%

60%

70%

80%

90%

100%

第1回 

（H24.2月） 

第2回 

（H24.8月） 

第3回 

（H25.2月） 

第4回 

（H25.8月） 

第5回 

（H26.2月） 

第6回 

（H26.8月） 

第7回 

（H27.2月） 

第8回 

（H27.8月） 

第9回 

（H28.2月） 

第10回 

（H28.8月） 

第11回 

（H29.8月） 

全産業 建設業 水産加工業 製造業 卸売小売業 その他・未回答 
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３-２　調査結果の概要(２)　事業所の復旧状況

事業所で直接被害を受けた建物や設備の全体的な復旧の程度

　①事業所の復旧状況

＜産業分類別の状況　【「半分以上復旧している事業所」及び「仮設施設で再開した事業所」】＞

○　「ほぼ震災前の状態に復旧した」と回答した事業所の割合は60.1％で、前回から4.9
　ポイント上昇した。「半分以上復旧している（1～3の合計）」と回答した事業所の割合
　は76.6%で、前回から5.0ポイント上昇した。

○　産業分類別では、「半分以上復旧している（１～３の合計）」と回答した事業所の
　割合は、水産加工業が87.7%で最も高く、卸売小売業が70.7%と最も低かった。
　　また、「仮設店舗・事務所で再開」と回答した事業所の割合は、建設業が17.9％で
　最も高かった。

66.7% 

57.5% 

67.9% 

63.5% 

67.7% 

62.4% 

50.7% 

47.6% 

58.8% 

53.3% 

64.7% 

60.7% 

8.2% 

10.5% 

12.3% 

13.5% 

10.4% 

11.9% 

9.2% 

8.7% 

12.2% 

11.0% 

7.6% 

7.4% 

4.6% 

6.0% 

7.5% 

5.2% 

4.2% 

9.2% 

10.8% 

8.7% 

5.9% 

5.9% 

3.8% 

3.7% 

17.9% 

20.0% 

6.6% 

11.5% 

13.5% 

12.8% 

17.4% 

23.7% 

13.9% 

20.8% 

13.4% 

15.7% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（195） 

前回（200） 

今回（106） 

前回（96） 

今回（96） 

前回（109） 

今回（379） 

前回（389） 

今回（238） 

前回（255） 

今回（238） 

前回（242） 

*
*

*
*

*
*

建設業 

水産 

加工業 

製造業 

卸売 

小売業 

飲食・ 

サービス業 

その他・ 

未回答 

60.1% 

55.2% 

9.7% 

9.8% 

6.8% 

6.6% 

5.4% 

6.4% 

14.9% 

19.2% 

3.2% 

2.8% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回（1,252） 

前回（1,291) 

1.ほぼ震災前の状態に復旧した(753) 2.およそ3/4程度復旧した(121) 

3.およそ半分復旧した(85) 4.復旧度は1/4程度未満(67) 

5.仮設店舗・事務所で再開(186) 99.未回答(40) 
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＜事業所の復旧状況の推移＞

＜産業分類別の推移＞（「半分以上復旧している」事業所）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

第1回 

（H24.2月） 

第2回 

（H24.8月） 

第3回 

（H25.2月） 

第4回 

（H25.8月） 

第5回 

（H26.2月） 

第6回 

（H26.8月） 

第7回 

（H27.2月） 

第8回 

（H27.8月） 

第9回 

（H28.2月） 

第10回 

（H28.8月） 

第11回 

（H29.8月） 

およそ半分以上復旧 仮設店舗・事務所で再開 1/4程度未満 

未回答 （参考）ほぼ震災前の状態に復旧 

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

第1回 

（H24.2月） 

第2回 

（H24.8月） 

第3回 

（H25.2月） 

第4回 

（H25.8月） 

第5回 

（H26.2月） 

第6回 

（H26.8月） 

第7回 

（H27.2月） 

第8回 

（H27.8月） 

第9回 

（H28.2月） 

第10回 

（H28.8月） 

第11回 

（H29.8月） 

建設業 水産加工業 製造業 卸売小売業 飲食・サービス業 その他・未回答 
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３-２　調査結果の概要(２)　事業所の復旧状況（つづき）

仮設店舗・事務所により事業を復旧した事業所の本設再開の状況

　②本設再開の予定

＜本設再開の時期（本設再開を「予定している」と回答した事業所）＞

＜本設再開の課題（本設再開を「予定している」と回答した事業所）＞

＜本設再開を予定しない理由（本設再開を「予定していない」と回答した事業所）＞

○　「本設再開を予定している」と回答した事業所の割合は63.4％で、前回から12.4
　ポイント減少した。
　　本設再開の時期について、「平成29年内」と回答した事業所の割合は16.9％で
　あった。一方で、「未定」と回答した事業所の割合は44.9％であった。
○　「本設再開を予定していない」と回答した事業所の割合は28.5％で、その主な理
　由は、「仮設の場所での営業を希望」（35.8％）、「代表者の年齢や後継者不在」
（32.1％）などであった。

63.4% 

75.8% 

75.6% 

28.5% 

19.4% 

16.2% 

8.1% 

4.8% 

8.1% 

今回（186） 

前回（248） 

第９回（234） 

1.予定している（118） 2.予定していない（53） 99.未回答（15） 

1.1% 

14.9% 

28.8% 

16.9% 

31.9% 

11.3% 

27.1% 

9.6% 

5.6% 

9.3% 

4.3% 

1.7% 

1.7% 

44.9% 

39.4% 

51.4% 

今回（118） 

前回（188） 

第9回（177） 

H27(0) H28(0) H29(20) H30(32) H31(11) H32以降(2) 未定(53) 

22.9% 

25.5% 

24.6% 

22.3% 

21.2% 

18.6% 

11.0% 

9.0% 

20.3% 

24.5% 

今回（118） 

前回（188） 

1.まちづくりの進展・用地確保(27) 2.顧客・販路の回復(29) 3.資金の確保(25) 

4.後継者・従業員の確保(13) 5.その他・未回答(24) 

35.8% 

43.8% 

32.1% 

22.9% 

5.7% 

12.5% 

7.5% 

4.2% 

18.9% 

16.7% 

今回（53） 

前回（48） 

1.仮設場所営業希望(19) 2.年齢・後継者不在(17) 3.資金不足(3) 

4.適地確保が困難(4) 5.その他・未回答(10) 
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３-３　調査結果の概要(３)　雇用の状況

　①被災前と現在の従業員数

　②労働者の充足状況

＜産業分類別の状況　【「充足している」又は「80％～99％」の事業所】＞

　○　労働者の充足状況では、「充足している」と回答した事業所の割合が69.9％で、前回
　　より2.5ポイント上昇した。また、「充足率が80％に満たない（３、４の合計）」と
　　回答した事業所の割合が12.9％で、前回より2.5ポイント減少した。
　○　産業分類別では、「充足している」又は「80％～99％」と回答した事業所の割合が
　　水産加工業以外はいずれも85％を超えている。
　○　必要な従業員が確保できている要因は「被災前からの雇用継続」が35.4%と最も高
　　く、必要な従業員が確保できていない要因は「地域の労働力人口減少」が６割を超えて
　　いる。
　〇　労働者不足対策として「地元人材の採用強化」（56.5％）、「地域外人材の採用
　　強化」（22.2％）を、人材確保のための住居確保対策として「賃貸住宅の借上げ」
　　（34.4％）、「住宅手当上乗せ」（24.8％）の対策について取り組んでいる。
　○　労働者不足に対応するために希望する施策は「地元就職の促進」（71.3％）が多く、
　　他に「機器導入への支援」（15.5％）、「地域外人材へのPR」（15.2％）などで
　　あった。

9.5% 

9.7% 

8.2% 

42.2% 

43.1% 

45.2% 

20.2% 

20.2% 

18.1% 

23.4% 

22.4% 

24.6% 

3.2% 

2.8% 

2.5% 

1.6% 

1.8% 

1.5% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回（1,095） 

前回（1,166) 

被災前（1,101） 

0人(104) １～４人(462) ５～９人(221) １０～４９人(256) ５０～９９人(35) １００人以上(17) 

※ 未回答の事業者は集計対象から除外し、充足状況は「現在の人数／（現在の人数＋不足する人数）」として推計した。 

64.2% 

62.1% 

43.2% 

37.8% 

65.5% 

65.3% 

79.3% 

75.9% 

74.9% 

71.7% 

70.5% 

68.6% 

22.8% 

21.9% 

26.3% 

32.2% 

23.8% 

23.5% 

11.2% 

9.4% 

11.4% 

8.9% 

19.5% 

22.9% 

今回（162） 

前回（169） 

今回（95） 

前回（90） 

今回（84） 

前回（98） 

今回（304） 

前回（320） 

今回（175） 

前回（191） 

今回（200） 

前回（210） 

*
*

*
*

*
*

建設業 

飲食・ 

サービス業 

水産 

加工業 

製造業 

卸売 

小売業 

その他・ 

未回答 

69.9% 

67.4% 

17.2% 

17.1% 

8.8% 

8.3% 

4.1% 

7.1% 

今回（1,020） 

前回（1,078） 

1. 充足している(713) 2. 80％～99％(175) 3. 60％～79％(90) 4. 0％～59％(42) 

87.0% 

84.0% 

69.5% 

70.0% 

89.3% 

88.8% 

90.5% 

85.3% 

86.3% 

80.6% 

90.0% 

91.5% 
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＜労働者の充足状況の推移＞（「充足している」又は「80％～99％」）

　※　飲食・サービス業について、第６回は「その他の業種」に含まれている。

　③従業員確保に係る要因

＜必要な従業員が確保できている要因＞

＜必要な従業員が確保できていない要因＞

35.4% 

35.9% 

15.0% 

15.8% 

12.5% 

7.8% 

7.1% 

7.1% 

7.4% 

5.8% 

3.7% 

4.7% 

18.8% 

22.9% 

今回（618） 

前回（619） 

1.被災前からの雇用継続(219) 2.事業の縮小(93) 3.効率化・省力化(77) 
4.賃金の改善(44) 5.労働条件の改善(46) 6.募集方法の工夫(23) 
7.その他・未回答(116) 

63.0% 

56.0% 

8.8% 

11.8% 

8.2% 

11.5% 

1.6% 

0.9% 

18.5% 

19.8% 

今回（319） 

前回（339） 

1.地域の労働力人口減少(201) 2.被災前の従業員の離職(28) 3.賃金水準の上昇(26) 

4.住居・通勤手段等の不足(5) 5.その他・未回答(59) 

50%

55%

60%

65%

70%

75%

80%

85%

90%

95%

第6回 

（H26.8月） 

第7回 

（H27.2月） 

第8回 

（H27.8月） 

第9回 

（H28.2月） 

第10回 

（H28.8月） 

第11回 

（H29.8月） 

建設業 水産加工業 製造業 卸売小売業 飲食・サービス業 その他・未回答 

【※新規設問】
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３-３　調査結果の概要(３)　雇用の状況（続き）

　④労働者不足対策

＜現在行っている労働者不足対策＞

＜地域外からの人材確保のための住居確保対策＞

　⑤労働者不足に対応するために希望する施策（２つまで選択）

56.5% 22.2% 

2.5% 

11.8% 6.9% 
合計

（432） 

１．地元人材の採用強化(244) ２．地域外人材の採用強化(96) 

３．外国人技能実習生の導入・拡大(11) ４．生産性の工場（カイゼン、機器導入）(51) 

５．その他(30) 

20.8% 5.6% 24.8% 34.4% 14.4% 
今回

（125） 

1．住居不足はない(26) 2．社員寮・宿舎の増設(7) ３．住居手当上乗せ(31) 

4．賃貸住宅の借上げ(43) ５．その他(18) 

8.6% 
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３-４　調査結果の概要(4)　業績（売上等）の状況

　① 現在の業績（売上等）

＜産業分類別の状況　【現在の業績（売上等）が震災前と同程度又は上回っている事業所】＞

   ○　現在の業績（売上等）が「震災前と同程度又は上回っている（1,2の合計）」と回答
　   した事業所の割合は46.9%で、前回から1.7ポイント減少した。
　
   ○　産業分類別では、「震災前と同程度又は上回っている（1,2の合計）」と回答した
　   事業所の割合は、建設業が84.1％と高く、水産加工業が34.0％、卸小売業が31.4％と
　   低かった。
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25.2% 
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23.4% 
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8.3% 
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4.5% 
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前回（1,291） 

1.震災前よりもよい(287) 2.震災前と同じ程度(301) 3.3/4程度に回復(283) 

4.半分程度に回復(189) 5.1/4程度に回復(104) 6.事業未再開(19) 

99.未回答(69) 

57.4% 

62.0% 

12.3% 

18.8% 

17.7% 

22.9% 

12.1% 

11.8% 

19.7% 

20.8% 
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26.7% 
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31.3% 

35.4% 
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19.8% 
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47.9% 

52.1% 
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＜現在の業績（売上等）の推移＞

＜産業分類別の推移＞（現在の業績が震災前と同程度又は上回っている事業所）

　　　　　　　※　飲食・サービス業については、第６回以前は「その他の業種」に含まれている。
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３-４　調査結果の概要(4)　業績（売上等）の状況（つづき）

　② 今後の業績（売上等）の見通し 

＜産業分類別の状況 【今後の業績（売上等）が震災前と同程度又は上回ると回答した事業所】＞

　○　今後の業績（売上等）が「震災前と同程度又は上回る（1,2の合計）」と回答した
　　事業所の割合は46.6%となり、産業分類別は、建設業が73.8％と高く、卸売小売業
　　が33.2％と低かった。

　○　震災前の販路を回復できている要因は、「新規顧客の開拓（復興需要による）」と
　　回答した事業所の割合が36.8％と最も高く、次いで「既存顧客の維持（迅速な事業
　　再開による）」（33.1％）であった。

　○　回復できていない要因は、「既存顧客の減少（顧客の被災・移転等による）」と
　　回答した事業所の割合が63.6％と最も高かった。
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③今後の業績の見通しと現在の業績との比較

＜産業分類別の状況 【今後の業績（売上等）が震災前と同程度又は上回ると回答した事業所】＞

　④ 販路回復に係る要因

＜震災前の販路を回復できている要因＞

＜震災前の販路を回復できていない要因＞

36.8% 33.1% 8.1% 6.7% 

3.7% 1.2% 

10.4% 
回復できている要因 

(432) 

1.新規顧客の開拓（復興需要による）(159) 2.既存顧客の維持（迅速な事業再開による）(143) 
3.新規顧客の開拓（その他の要因による）(35) 4.新規顧客の開拓（新商品開発等による）(29) 
5.従業員の確保(16) 6.新規設備の導入等による生産性向上(5) 
7.その他・未回答(45) 

63.6% 7.1% 8.3% 5.9% 
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回復できていない要因

(580) 

1.既存顧客の減少（顧客の被災・移転等による）(369) 2.既存顧客の減少（事業再開の遅れによる）(41) 

3.事業所規模の縮小(48) 4.従業員の不足(34) 

5.原材料・資材等の不足(16) 6.風評被害(11) 

7.その他・未回答(61) 
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31.9% 

24.0% 
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47.5% 

6.9% 

5.5% 
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29.7% 

57.4% 
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12.3% 

16.7% 

17.7% 

7.1% 
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14.3% 

19.7% 

13.0% 

21.8% 

44.1% 

26.7% 

22.6% 

21.7% 

38.5% 

35.4% 

26.1% 

19.3% 

29.8% 

23.9% 

34.5% 

26.1% 
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現在の業績 
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現在の業績 

今後の業績 

現在の業績 
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*
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水産 
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製造業 

卸売 

小売業 

飲食・ 

サービス業 

その他・ 

未回答 

※ 比較のため、「現在の業績」の「1.震災前より良い」を「1.震災前より良くなる」に、「3.3/4程度に回復」～ 

 「6.事業が再開していない」を「3.震災前までは回復しない」に読み替えている。 
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39.6% 

55.2% 

44.1% 
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33.2% 

84.1% 

34.0% 

53.1% 

31.4% 

43.6% 
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３-５　調査結果の概要(5)　現在の課題

現在の課題の中で該当するものを３つ選択（優先順位を付して回答）

   ○　現在抱えている課題（3つ選択）では、「顧客・取引先の減少又は販路の喪失」と回
　   答した事業所の割合が52.0%で最も高く、次いで「業績の悪化」（35.9%）、
　   「雇用・労働力の確保が困難」（34.7％）であった。

   ○　優先順位１位の課題を抽出すると、「顧客・取引先の減少又は販路の喪失」と回答した
　   事業所の割合が32.3%で最も高く、次いで「雇用・労働力の確保が困難」の18.2％で
　   あった。
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＜「現在の課題」の推移＞

　

　※　「事業計画の作成が困難」については第５回まで、「後継者の不在」については第６回以降のみ選択対象。
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３-５　調査結果の概要(5)　現在の課題（つづき）

＜産業分類別の課題＞

　○　建設業では「雇用・労働力の確保が困難」と回答した事業所の割合が50.3％と最も
　　高く、次いで「顧客・取引先の減少又は販路の喪失」（34.7％）であった。

　〇　水産加工業では「原材料価格の高騰や調達困難」と回答した事業所の割合が72.3％と
　　最も高く、次いで「雇用・労働力の確保が困難」（48.5％）であった。

　〇　卸売小売業では「顧客・取引先の減少又は販路の喪失」と回答した事業所の割合が
　　69.0％と最も高く、次いで「業績悪化」（41.7％）であった。
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※ 上位３つの課題について、着色して示している。 

複数選択による回答の合計（３つまで選択） 

（％） 

（％） 
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＜産業分類別の推移＞

※ 上位３つの課題について、着色して示している。 
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難 
後継者不在 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

水産加工業 

設備資金不足 

運転資金不足 

二重債務 

雇用確保 

販路喪失 

材料調達難 

業績悪化 

計画作成難 

適地物件確保難 

後継者不在 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

製造業 
設備資金不足 

運転資金不足 

二重債務 

雇用確保 

販路喪失 

材料調達難 

業績悪化 

計画作成難 

適地物件確保難 

後継者不在 
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　※　飲食・サービス業については、第６回以前は「その他の業種」に含まれている。

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

卸売小売業 

設備資金不足 

運転資金不足 

二重債務 

雇用確保 

販路喪失 

材料調達難 

業績悪化 

計画作成難 

適地物件確保難 

後継者不在 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

飲食サービス業 
設備資金不足 

運転資金不足 

二重債務 

雇用確保 

販路喪失 

材料調達難 

業績悪化 

計画作成難 

適地物件確保難 

後継者不在 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

その他・未回答 

設備資金不足 

運転資金不足 

二重債務 

雇用確保 

販路喪失 

材料調達難 

業績悪化 

計画作成難 

適地物件確保難 

後継者不在 

【※新規設問】 
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３-６　調査結果の概要(６)　台風第10号（平成28年）による被害状況

平成28年８月の台風第10号により直接被害を受けた建物や設備の全体的な被害の状況

　①被害の状況

＜被害の内訳＞

　②被害額

　③復旧の状況

　④業績の状況

　○　震災で被害を受けた事業所のうち、台風第10号により事務所等建物や設備が被害を
　　受けたと回答した事業所は13.3％、被害はなかったと回答した事業所は66.7％で
　　あった。
　　　台風による被害があった事業所のうち、被害額は「51～500万円以下」が51.4％
　　と最も高く、次いで「1～50万円以下」で23.3％であった。
　○　復旧状況は、「半分以上復旧している（１～３の合計）」と回答した事業所は93.4％
　　であり、多くの事業所が台風被害からの復旧が進んでいる。
　　　また、業績の状況については「半分以上回復している（1～４の合計）」と回答した
　　事業所は92.7％と、復旧に合わせ同等の業績回復が進んでいる。

13.3% 66.7% 20.0% 
事業者数

（1,252） 

台風による被害あり（166） 台風による被害なし（835） 未回答（251） 

0.5% 

1.5% 

6.5% 

4.2% 

3.9% 

5.8% 

67.9% 

66.0% 

21.2% 

22.5% 

建物

（1,252） 

設備・備品

等（1,252） 

1.全壊（6,19） 2.半壊（81,53） 3.一部損壊（49,72） 4.被害なし（850,826） 99.未回答（266,282） 

23.3% 51.4% 11.0% 10.3% 

2.7% 

1.4% 

事業者数

（146） 

～50万円（34） ～500万円（75） ～1,000万円（16） 

～5,000万円（15） ～10,000万円（4） 10,000万円以上（2） 

76.5% 13.9% 

3.0% 

0.6% 

0.6% 

1.2% 

4.2% 
事業所数

（166） 

1.ほぼ台風前の状態に復旧している(127) 2.台風前のおよそ3/4程度復旧している(23) 
3.台風前のおよそ半分程度復旧している(5) 4.台風前のおよそ1/4程度復旧している(1) 
5.あまり復旧していない（台風前1/4以下）(1) 6.全く復旧していない(2) 
99.未回答(7) 

3.6% 

61.4% 19.3% 8.4% 

2.4% 

4.8% 
事業所数

（166） 

1.台風前より良い(6) 2.台風前と同じ程度(102) 3.台風前の3/4程度に回復(32) 

4.台風前の半分程度に回復(14) 5.台風前の1/4程度に回復(4) 6.事業が再開していない(0) 

99.未回答(8) 

※ 凡例の括弧内数字は（「建物」，「設備・備品等」）の回答実数  

【※新規設問】 
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